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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第40期

第２四半期累計期間
第41期

第２四半期累計期間
第40期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 3,280,869 3,398,122 7,256,087

経常利益又は経常損失(△) (千円) △33,814 639 248,792

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △49,174 △13,132 157,787

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,820,000 1,820,000 1,820,000

発行済株式総数 (株) 1,440,000 1,440,000 1,440,000

純資産額 (千円) 13,628,809 13,626,493 13,737,720

総資産額 (千円) 15,496,514 15,595,892 15,663,653

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △34.54 △9.22 110.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 7.50 7.50 15.00

自己資本比率 (％) 87.9 87.4 87.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 269,543 82,976 446,343

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △480,749 △159,450 △584,395

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △107,948 △107,668 △216,078

現金及び現金同等物
四半期末(期末)残高

(千円) 448,556 229,438 413,580
 

 

回次
第40期

第２四半期会計期間
第41期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △18.60 △5.39
 

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、第40期第２四半期累計期間及び第41期

第２四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、また第40期は潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。

５　平成29年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しております。前事業年度の期首に当該株式併合が行われ

たと仮定し、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額(△)を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

 また、関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　当社は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表[注記事項]（セグメント情報等）」に記載のとおり、単一セグ

メントであるため、経営成績の分析は製品分類別に記載しております。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期累計期間における国内経済は、企業収益の回復や雇用環境の改善が続き、設備投資や個人消費も総じ

て持ち直しの動きが続いており、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、不安定な世界情勢や、経済の動向のも

とで不確実性が高まるなど、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

こうした状況の中で、当社の主要な事業における建設関連業界におきましては、都市部を中心とした開発や、公共

投資は底堅く推移しております。しかしながら、労働者不足に起因する工事の着工、進捗の遅れも見られ、また、材

料価格の上昇など厳しい経営環境は続いております。その結果、売上高は33億98百万円(前年同四半期比3.6％増)とな

りました。製品分類別における状況は次のとおりであります。

鋳鉄器材は、外構、街路関連工事がやや低調なことから、一部外構・街路関連製品が減少しましたが、都市部を中

心に堅調な建築着工もあり、雨水排水・防水関連製品が増加したことから、9億5百万円(同2.9％増)となりました。

スチール機材は、設備、街路工事関連の低下もあり、外構・街路関連製品がやや低調な状況が続いていることか

ら、5億69百万円(同4.1％減)となりました。

製作金物は、建築・外構工事の改善から建築金物が堅調なことと、外構・街路関連製品が増加し、工事の進捗の遅

れなどから防災関連製品は納入が回復傾向ながら、やや減少し、16億34百万円(同1.8％増)となりました。

その他は、公共投資の持ち直しから、土木需要が堅調なことと、建機、機械向け製品も、改善傾向が続いているこ

とから、2億89百万円(同42.9％増)となりました。

利益につきましては、需要の回復にともなう生産量の増加から、改善傾向となるものの、引き続き販売価格は厳し

い状況が続いており、材料価格の上昇もあり、原価改善は低位にとどまり、売上総利益は10億27百万円(同5.3％増)と

なりました。販売費及び一般管理費につきましても一部経費負担の増加もありますが、上期における不良債権に係る

回収もあり、営業利益は19百万円(前年同四半期は7百万円の営業損失)となりました。営業外収支につきましては、低

金利の環境が進んでいることから収益の減少が続いておりますが、販売関連費用の軽減もあり、改善しました。その

結果、経常利益は0百万円(前年同四半期は33百万円の経常損失)となり、四半期純損失は13百万円(前年同四半期は49

百万円の四半期純損失)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の財政状態は、総資産は前事業年度末に比べ67百万円減少し155億95百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べ1億25百万円減少し120億5百万円となりました。その主な要因は、製品が82百万

円、仕掛品が21百万円、原材料及び貯蔵品が26百万円、それぞれ増加しましたが、現金及び預金が1億84百万円、受取

手形及び売掛金が66百万円、それぞれ減少したこと等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ57百万円増加し35億90百万円となりました。その主な要因は、投資その他の資産

が11百万円減少しましたが、有形固定資産が69百万円増加したこと等によるものであります。

負債は、前事業年度末に比べ43百万円増加し19億69百万円となりました。その主な要因は、流動負債が23百万円、

固定負債が19百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

純資産は、前事業年度末に比べ1億11百万円減少し136億26百万円となりました。その主な要因は、前事業年度の配

当金の支払が1億6百万円、四半期純損失の計上が13百万円あったことにより、利益剰余金が1億19百万円減少したこと

等によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ1億84百万円減少し、2億29百万円とな

りました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は82百万円(前年同四半期比1億86百万円の減少)となりました。これは主に、たな卸

資産の増加が1億30百万円、法人税等の支払額が75百万円、貸倒引当金の減少が65百万円ありましたが、減価償却費の

計上が1億27百万円、売上債権の減少が72百万円、破産更生債権等の減少が64百万円、その他の計上が60百万円あった

こと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は1億59百万円(前年同四半期比3億21百万円の減少)となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出が1億59百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、支出した資金は1億7百万円(前年同四半期比0百万円の減少)となりました。これは主に、配当金の

支払等によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は66百万円であります。なお、当第２四半期累計期間において、当社の

研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

(注)　平成29年６月27日開催の第40期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これ

により株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数が4,000,000株となっておりま

す。

　

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,400,000 1,440,000
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 14,400,000 1,440,000 ― ―
 

(注) １　平成29年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しました。これにより発行済株式総数は12,960,000株減少

し、1,440,000株となっております。

２　平成29年６月27日開催の第40期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。こ

れにより株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株となってお

ります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日
～平成29年９月30日

― 14,400,000 ― 1,820,000 ― 1,320,000
 

(注)　平成29年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しました。これにより発行可能株式数は12,960,000株減少

し、1,440,000株となっております。
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

小林鋳造有限会社 三重県桑名市中央町1丁目47番地 3,750 26.04

小林正和 三重県桑名市 3,150 21.87

小林昭三 三重県桑名市 1,000 6.94

小林誠子 三重県桑名市 1,000 6.94

小林裕和 三重県桑名市 1,000 6.94

榊原靜枝 愛知県名古屋市東区 450 3.12

神谷布左子 愛知県安城市 450 3.12

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号 162 1.12

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 156 1.08

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21番27号 156 1.08

計 ― 11,274 78.29
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式162千株(1.13％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 162,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,231,000
14,231 ―

単元未満株式
普通株式

7,000
― ―

発行済株式総数 14,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,231 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

カネソウ株式会社
三重県三重郡朝日町大字
縄生81番地

162,000 ― 162,000 1.12

計 ― 162,000 ― 162,000 1.12
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  ①　資産基準　　　　　          　　0.40％

　②　売上高基準　　　　          　　0.04％

　③　利益基準　　　　　          　　0.37％

　④　利益剰余金基準　　          　　0.49％
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,713,580 9,529,438

  受取手形及び売掛金 1,353,392 ※  1,286,914

  電子記録債権 137,422 131,151

  製品 379,555 461,759

  仕掛品 104,633 126,474

  原材料及び貯蔵品 400,330 426,744

  その他 62,450 62,643

  貸倒引当金 △20,384 △19,375

  流動資産合計 12,130,981 12,005,751

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 1,732,878 1,732,878

   その他（純額） 1,425,827 1,494,997

   有形固定資産合計 3,158,705 3,227,875

  無形固定資産 941 634

  投資その他の資産   

   投資有価証券 76,943 89,556

   その他 372,779 284,074

   貸倒引当金 △76,697 △12,000

   投資その他の資産合計 373,025 361,631

  固定資産合計 3,532,672 3,590,141

 資産合計 15,663,653 15,595,892

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 310,024 316,491

  未払法人税等 87,944 16,674

  賞与引当金 56,304 62,325

  その他 191,148 273,792

  流動負債合計 645,421 669,284

 固定負債   

  退職給付引当金 282,467 291,281

  役員退職慰労引当金 443,525 451,545

  その他 554,518 557,287

  固定負債合計 1,280,511 1,300,114

 負債合計 1,925,933 1,969,398
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,820,000 1,820,000

  資本剰余金 1,320,000 1,320,000

  利益剰余金 10,645,108 10,525,196

  自己株式 △69,778 △69,778

  株主資本合計 13,715,330 13,595,418

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 22,390 31,075

  評価・換算差額等合計 22,390 31,075

 純資産合計 13,737,720 13,626,493

負債純資産合計 15,663,653 15,595,892
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 ※1  3,280,869 ※1  3,398,122

売上原価 2,304,925 2,370,222

売上総利益 975,943 1,027,900

販売費及び一般管理費 ※2  983,405 ※2  1,008,335

営業利益又は営業損失（△） △7,462 19,564

営業外収益   

 受取利息 2,770 944

 受取配当金 1,308 1,453

 不動産賃貸料 9,479 9,472

 その他 2,369 2,805

 営業外収益合計 15,927 14,676

営業外費用   

 支払利息 8,135 5,585

 売上割引 31,554 25,616

 その他 2,589 2,399

 営業外費用合計 42,279 33,601

経常利益又は経常損失（△） △33,814 639

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △33,814 639

法人税、住民税及び事業税 22,154 3,423

法人税等調整額 △6,793 10,348

法人税等合計 15,360 13,772

四半期純損失（△） △49,174 △13,132
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△33,814 639

 減価償却費 103,270 127,139

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,670 △65,706

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,792 8,813

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,490 8,020

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6,696 6,021

 受取利息及び受取配当金 △4,078 △2,397

 支払利息 8,135 5,585

 売上債権の増減額（△は増加） 342,783 72,748

 たな卸資産の増減額（△は増加） 10,107 △130,459

 破産更生債権等の増減額（△は増加） ― 64,697

 仕入債務の増減額（△は減少） 25,564 6,467

 その他 △53,512 60,036

 小計 416,766 161,606

 利息及び配当金の受取額 6,416 2,427

 利息の支払額 △7,872 △5,326

 法人税等の支払額 △145,767 △75,731

 営業活動によるキャッシュ・フロー 269,543 82,976

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △6,110,000 △5,250,000

 定期預金の払戻による収入 5,750,000 5,250,000

 有形固定資産の取得による支出 △120,602 △159,302

 投資有価証券の取得による支出 △142 △221

 その他 △4 72

 投資活動によるキャッシュ・フロー △480,749 △159,450

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △44 ―

 配当金の支払額 △106,978 △106,742

 リース債務の返済による支出 △926 △926

 財務活動によるキャッシュ・フロー △107,948 △107,668

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △319,155 △184,142

現金及び現金同等物の期首残高 767,711 413,580

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  448,556 ※  229,438
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期

会計期間末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 ― 千円 23,175千円
 

　

(四半期損益計算書関係)

※１　前第２四半期累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成29

年４月１日　至　平成29年９月30日)

当社の売上高は、第３四半期会計期間以降に受注が増加するため、第２四半期累計期間の売上高が第３四半期会

計期間以降の四半期会計期間の合計と比較して少なくなる傾向にあります。

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給料 289,592千円 285,677千円

賞与引当金繰入額 38,939 〃 36,717 〃

役員退職慰労引当金繰入額 10,790 〃 10,520 〃

退職給付費用 7,675 〃 7,639 〃

運賃及び荷造費 231,804 〃 235,685 〃

貸倒引当金繰入額 △4,670 〃 △29,352 〃
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 9,358,556千円 9,529,438千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△8,910,000 〃 △9,300,000 〃

現金及び現金同等物 448,556千円 229,438千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 106,787 7.50 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月９日
取締役会

普通株式 106,786 7.50 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 106,779 7.50 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 106,779 7.50 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金
 

(注)　１株当たり配当額につきましては、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日の株式併合は加

味しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、建築・福祉・緑化・都市景観整備関連製品の製造及び販売をその事業としており、単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

　　１株当たり四半期純損失金額(△) △34円54銭 △9円22銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純損失金額(△)(千円) △49,174 △13,132

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　　普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △49,174 △13,132

   普通株式の期中平均株式数(千株) 1,423 1,423
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２　平成29年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しております。前事業年度の期首に当該株式併合が行われ

たと仮定し、１株当たり四半期純損失金額(△)を算定しております。

 

(重要な後発事象)

当社は、平成29年６月27日開催の第40期定時株主総会において株式併合を行う旨の決議をし、平成29年10月１日

付でその効力が発生しております。

１．株式の併合の目的

全国証券取引所は「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、平成30年10月１日までに、すべての国内上

場会社の売買単位を100株に統一することを目指しております。

当社も名古屋証券取引所に上場する会社としてこの趣旨を尊重し、当社株式の売買単位（単元株式数）を1,000

株から100株に変更することといたしました。

また、単元株式数を1,000株から100株に変更するにあたり、当社株式について中長期的な株価変動を勘案しつ

つ、投資単位を適切な水準に調整することを目的として、株式併合（10株を１株に併合）を実施しております。

２．株式併合の内容

(1) 併合する株式の種類

普通株式

(2) 併合の割合

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主様の所有株式数10株

につき１株の割合で併合いたします。

(3) 併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数(平成29年９月30日) 14,400,000株

株式併合により減少する株式数 12,960,000株

株式併合後の発行済株式総数 1,440,000株
 

(注) 「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株

式総数及び併合割合に基づき算出した理論値であります。

３．１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が与える影響は、（１株当たり情報）に反映されております。

　

EDINET提出書類

カネソウ株式会社(E01448)

四半期報告書

16/19



２ 【その他】

第41期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当について、平成29年11月10日開催の取締役会におい

て、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                               106,779千円

② １株当たりの金額                            　 7円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成29年12月８日

　(注)　１株当たりの金額につきましては、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日の株式併合

は　加味しておりません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月14日

カネソウ株式会社

取締役会  御中

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大   中   康   宏   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   加　　藤   克　　彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカネソウ株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第４１期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、カネソウ株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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